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表1.私 営企業の発展 (万件 ・万人 ・億元)
企 業 数 従業員数 総生産額 営 業 額 小 売 額 平均規模従業員数
1989 9.1 164 97.4 38.8 34 18.0
90 9.8 170.2 121.8 51.5 43 17.4
91 10.8 183.9 146.6 68 57 17.0
92 13.9 231.8 205.1 113.6 91 16.7
93 23.8 372.6 422 190 15.7
94 43.2 648.41154 758.5 512.6 15.0













果,例 えば元来の集団所有制企業が個人への請 け負い経営,リ ース経営ま
たは売却を通 じて一部資産を個人所有に移転 した場合,実 際には個人所有
の比重が支配的であるにもかかわらず名義上従来の集団所有制企業として
存続 している場合が多いことである。他方,雇 用従業員の数については個


















(紅帽子をかぶる)事 例が多いが,そ の他個人経営企業として登録 したり
(小帽子をかぶる),外国資本 との合弁 ・合作企業 として登録する(洋帽子









末現在の私営企業の位置づけにっいて,い くっかの主な項 目(主 として統
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表2a.各種工業企業の比重(1995年) (万件,億 元)
企 業 数 % 資 本 額 % 総生産額 %
国 有 11.8 1.6 11168.150.2 31219.6633.9
集 体 147.520.1 4458.0520.133622.6436.6
私 営 31.424.3 961.014.3 2110.752.3
個 人 568.8277.5 11820.5712.8
外 資 6.03 0.8 4494.1620.2 10713.9711.6
株式制 0.55 1145.555.2 2727.012.9





商 店 数 % 販売総額 %
国 有 62.95 4.2 26673.565.8







連 営 2.18 0.1 595.9 1.5
外 資 0.21 0.01 180 0.5
株式制 1.19 o.os 1855.24.6












の81.8%,総生産 額 の15.1%を占め,ま た商業 部門 で は商店数 の87.7%




















査統計上は一般に登録資金の用語が使用 されている。 しかし,登録資金 と
登録資本 とは必ず しも厳格に区別 されてはいない。 ここでは両者を同義 と








90 95.2 112.7 9.7 104.3
91 123.2 129.4 11.4 117.5
92 221.2 179.5 15.9 139.5
93 s80.7 307.7 28.6 179.9
94 1447.8 212.7 33.5 115.9





表から明 らかなように,登 録資本額 は1993年以降か ら急速に増大 して
いる。対前年比で1993年は208%増,1994年は113%増,1995年81%増
である。 これは,前 述(表1)の ように私営企業数,従 業員数が ともに
1993年から急激に増大 していることと相応 している。一企業あた りの平













企 業 数 登録資本 平均規模
(万) (億元) (万元)
農林水産業 0.69 31.5 45.6
鉱業 1.25 33.7 27.0
製造業 30.17 927.3 30.7
建築業 1.61 112.3 69.7
交通 ・運輪業 0.63 32.8 52.1
商業 ・飲食業 25.41 1232.5 48.5
サ ー ビス 業 4.69 193.8 41.3
その他 1.47 79.3 53.9














中国工商銀行)と 信用合作社による貸付を指す。また 「民間金融」 とは,
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表5.私 営企業創業時の資金源泉 (%)
調 査 対 象 自己資金 制度金融 民間金融
A遼 寧省393企業 44.6 32.0 23.5
B河 北省50企業(1987年調査) 61.0 39.0 一
C湖 南56企業 56.0 28.5 一
D11省97企 業(1988年調査) 37.0 41.0 22.0
E5省 市141企業(1987-88年調査) 55.9 36.1 8.0
F20省 区市3201企業(1991-92年調査) 49.5 42.1 34.6
G44省 区市1440企業(1993年調査) 56.1 10.7 33.2
H44省 区市2564企業(1995年調査) 64.7 11.8 23.5


















表によれば,調査事例により出入 りが見 られるものの,最 も大きな源泉
が自己資金であることは共通 している。制度金融 と 「民間金融」の比重は










図によれば,第一に自己資金(労 働蓄積 と家業継承,外 資出資など)は
いずれの調査において も50-60%を占あているが,自 己資金のうちほと
んどは前職における自己の労働収入の蓄積である。注目されるのは 「家業





















実行資金 自己資金比率 銀行貸付比率 民間貸付比率
工業 10.3 45.3 42.4 34.3
建築業 7.6 52.2 46.6 37.3
交通運輸 37.6 37.4 38.6 30.9
商業 11.3 51.5 41.4 38.4
飲食業 9.7 61.1 40.1 34.6
サ ー ビス業 10.1 53.4 45.6 35.5
修理業 s.a 53 39.9 39.4
その他 16.3 53.7 46.5 37.9
平均 11.2 49.8 42.1 36.7
























0 10%以下 40%以下 60%以下 超60% 合計
工業 417 32 242 108 118 917
建築 94 5 15 22 14 159
交通運輸 39 6 14 5 8 72
商業 840 51 291 147 134 1463
飲食業 43 3 14 8 6 74
サ ー ビス 97 s 28 12 19 162
修理業 82 12 23 16 14 147
その他 61 10 2 7 80







企業も少な くない。一般的にいえば,企業規模(実 際使用資金額)が 大 き
いほど銀行借入率が高 くなること,自己資金額が多くなれば,そ れを担保




0 5%以下 30%以下 50%以下 超50% 合計
工業 529 17 187 io7 77 917
建築 97 1 26 14 12 150
交通運輸 32 1 22 ii 6 72
商業 813 26 258 205 161 1463
飲食業 48 14 8 4 74
サ ー ビ ス 98 6 30 15 13 162
修理業 89 27 15 is 147
その他 50 2 13 8 7 80
全体 1756 53 577 383 296 3065
(「中国個体私営経済調査一経営 ・利潤 ・収入」391頁)























































































出 資 者 る出資企業の比率 に占める出資比率 額に占める出資比率
A B A B A B
政府 2.7 2.8 35.8 26.5 1 0.7
集団企業 3.6 2.4 43.8 28.3 1.6 0.7
他の企業 2.8 3.4 44.6 37.1 1.2 1.3
個人 96 96 92.4 92.4 88.7 88.7
外資 2.8 5.5 48.8 37.2 1.4 2
大衆出資 5.2 6.1 34.6 30.4 1.8 1.9
その他 5.2 6.1 46 36.9 2.4 2.3
備考:調 査企業の資本総額に占めるそれぞれの出資比率は一部に計算の誤 りがみ









重において外資,他 企業,大 衆(従 業員など)の 出資比率が増大 したのに
対 して,郷鎮政府 と郷鎮 ・街道の集団組織の出資比率が減少 している。 こ
の比率変化の要因についてはいくつかのパ ターンが見出せる。外資,他企
















































































方式で,も ともと利息を計算 しない非営利性,非 市場的な互助組織で










成立 した各種の 「服務公司」や集団経済組織が行 う金融業務である。
この服務公司は公司自身およびその所属下の郷鎮企業や家庭工商業者




















私営企業 にとって制度金融 と 「民間金融」 との関係はどのよ うなも












































ことができず,そ の不足分を 「民間金融」から調達 しているのではない
かとい う点である。本来,民 間金融 よりも制度金融のほ うが資金調達
コス ト(利子)が 低いことか らすれば,も っと制度金融の比重が高いはず
であるが,政 策的,制 度的制約 のため制度 金融の比重 は低 い レベル
にとどまっている。従 って,制 度金融の制約条件が緩和 されていけば,
民間金融に依存す る比重 は相対的に減少 していくもの と推測され る。
この意味で両者は代替的な関係にあると考えられる。表11は創業時点に
おける銀行借入比率と民間借入比率との関係を示 したものである。 これに
よれば借入分布 における両者の関係 が代替的で あることがみて とれ








規定 されている。すなわち,単独資本企業(独 資),共同出資企業(合 移,
パー トナーシップ),有限責任会社である。単独出資企業は個人の100%出
資によるもので,資本形態では個人経営企業と同一である。単独出資企業
は法人形態はとれず,個 人出資者は負債に対 し無限責任を負 う。共同出資
企業は2人以上の個人が共同出資,共 同経営を行ない,負債に対 して連帯






















































































ている。1993年のG調 査 も1995年のH調査,1調査も示 していない。ただ
1991-92年のF調 査がこの点を示 している。それによれば,表12の とお
りである。
創業時の自己資金比率(実 際使用資金総額に占める自己資金額の比率)
では単独資本企業が57%と最 も高 く,有 限会社42.4%,共同出資企業が
34.8%と最 も低い。創業後の1990年での自己資金比率は各種形態の企業
でいずれも増大 しているが,と くに共同出資企業 と有限会社のそれが大幅
な増加をみせている。この種の企業の自己資本の蓄積が創業以後に急速に
表12.企業形態別の資金調連構成 C%)














































ち生産資金の調達の困難度に関す る回答は,非常に困難 と回答 した企業が















国有企業 集体企業 外資企業 私営企業 全 体
10%未満 53.8 13.8 29.8 45.0
10-20% 22.0 17.1 24.1 33.2 21.3
20-30 10.8 20.9 13.6 is.7 12.5
30-40% 4.9 12.6 9.9 16.7 6.7
40-50% 3.5 13.8 5.9 16.7 5.4


















































































31%一山 東(226),30%一河 北(171)・ 山 西(145),29%一黒 竜 江
(92)・湖南(54)・福建(26),28%一安徽(165)・河南(62),26%一
貴州(11),22%一湖北(56)・四川(66)で ある(「中国私営経済年鑑 」
1996年,305,309頁)。地域 によ り分散 して いる ものの,30-40%代に比










表16.資金利税率 ・利潤率の比較(工 業部門) (%)
1991 1992 1993 1994 1995
国有a ii.s 9.7 9.7 9.8 8.0
b 2.9 2.7 3.2 2.8 2.0
集体a 11.9 10.1 10.9 10.7 8.9





外資系a b7.4 10.9 io.s 7.5
b 7.2 6.2 3.9

















あいだでいわば 「馬鞍型」の分布状況を示 してお り,大都市と農村では高
く,中小都市の企業は比較的低 く,鎮の企業が最も低 くなっている。第二
に業種別でみると,建築業,飲 食業,商 業 ・修理業,交 通運輸業などが比
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表1了.私営企業の資金利税率分布 C%)
立地 ・業種 10%未満 10-20%20-50%50-100100-2002 0以上 中間値
大都市 io.s 11.8 32.8 20.0 15.4 9.2 45.1
中都市 18.7 22.0 28.3 16.7 7.7 6.7 29.9
小都市 14.5 20.4 39.1 14.9 7.6 3.5 31.6
鎮 19.5 33.3 28.2 9.2 8.2 1.5 19.2
農村 12.4 30.2 29.8 14.7 6.2 7.0 37.7
工業 16.1 25.8 32.6 14.0 7.1 4.4 27.5
建築業 7.4 18.5 22.2 22.2 14.8 14.8 54.3
交通運輸 11.1 16.7 44.4 11.1 16.7 0 35.0
商業 12.1 21.4 33.0 17.5 11.2 4.9 35.0
飲食業 15.6 9.1 29.9 16.9 18.2 10.4 45.6
サ ー ビ ス業 14.3 23.2 33.9 16.1 7.1 5.4 31.1
修理業 17.2 6.9 48.3 10.3 3.4 13.8 36.1
科学技術 19.0 19.0 31.0 19.0 7.1 4.8 31.6




あいだの生産性の相違(例 えば資金回転率)お よび資源調達 コストの相違




以上,私 営企業 とその他の各種企業との資金構造を比較検討 してきた。
私営企業はそれ自体資金調達困難の問題をかかえているものの,そ の他の
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